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概　要

大学生を対象とした被災経験による減災教育への評価の違いを検討した結果，被災経験を持
つ者は「災害が発生してすぐ，あるいはその後に取るべき行動」についてはやや役立ったと考
えており，「地域で起こりやすい災害・危険な場所・非常食について・家具等の転倒防止方法・
防災ボランティアへの参加」については「内容が不十分で今後さらに学びたい」と考えている
ことがわかった。そして，知識を身近な自然や施設等の立地条件に適合させるとともに，各教
科・学校行事・特別活動なども含めたクロスカリキュラムによる実感のこもった体験的学習プ
ログラムが望まれることや，高校生以上の生徒に対しては「災害ボランティア」のノウハウに
関する情報提供を行うことの必要性が示唆された。また，クロスカリキュラムにおける減災教
育を行う際には，SDGsとの関連を意識し，自然への適応の視座から持続可能な未来づくりの
ための教育活動とすることが重要であると考えられた。

キーワード：�大学生，被災経験者，クロスカリキュラム，SDGs，減災教育，評価，ESD，災
害への適応
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Ⅰ．はじめに

東日本大震災以降，地震をはじめとする自然災
害に備えるべく，学校教育では減災教育の充実が
強く求められるようになっている。たとえば文部
科学省（2013）は，
１）�自然災害等の現状，原因及び減災等について
理解を深め，現在及び将来に直面する災害に
対して，的確な思考・判断に基づく適切な意
思決定や行動選択ができるようにする。

２）�地震，台風の発生等に伴う危険を理解・予測
し，自らの安全を確保するための行動ができ
るようにするとともに，日常的な備えができ
るようにする。

３）�自他の生命を尊重し，安全で安心な社会づく
りの重要性を認識して，学校，家庭及び地域
社会の安全活動に進んで参加・協力し，貢献
できるようにする。

の３つの防災教育の目的をあげている。したがっ
て，地域によって差があるにしても，東日本大震
災発生以前と比べれば減災教育はあきらかに充実
の方向にあるといえる。しかし，「減災教育の効
果がどの程度あったのか」や「不十分なところを
どのように改善すべきなのか」についての検討は，
１）�実際に被災した時でなければ学習者からの評
価を得ることが困難である。

２）�災害発生時にはこどもは大人の指示に従う場
合が多いと考えられ，減災教育の成果が行動
に直接反映したかどうかについて児童・生徒
を対象とした調査では考察できない可能性が
高い。

などの点から，なかなか実施が困難であったと思
われる。
このように考えると，この間の学校教育におけ
る減災教育の効果や課題を検討するにあたって
は，「学校教育を中心とする減災教育の対象者（学
習者）」であり，かつ「被災経験者でその際の減
災行動を自己決定した者」への調査が必要である
といえる。そこで本論ではこの２つを満たすもの
して，2018年９月に発生した平成30年北海道胆振

東部地震（以下胆振東部地震と表記）で「揺れや
停電などの被災経験を持つ大学生」を対象とした
調査を行い，減災行動を自己の判断により決定で
きたと考えうる「一人暮らし」の者を抽出して，
「役にたつと思った教育／不十分だと思った教育」
および「今後学びたい教育」について調査し，岩
崎ほか（2018）が分析に使用した2016年の調査デー
タにおける被災経験のない学生と比較して，今後
どのような減災教育が必要なのかを検討すること
とした。

Ⅱ．先行研究

城下・河田（2009）は，2006年に実施された「ア
ジア防災教育こどもフォーラム」に参加した中学
生204人を対象とした調査の結果から，「これまで
の防災学習に有用感を持っていない生徒が存在す
ること」「有用感をもたない生徒は防災学習の経
験を不十分と考えていること」「自分自身の問題
であると実感させるような防災教育を行う必要
（がある）」「地域に根差した学校防災教育を行う
ことが，防災問題を「人ごと」ではなく，自分自
身の問題としてとらえるきっかけとなり，ひいて
は自助を中心とした災害につよい社会の構築に繋
がる」と述べている。
渡邉（2013）は，減災教育についての体験的学
習の重要性について，的確な判断につながる学習
として「知識を活用し，応用する学習」（「地震が
発生する状況を変えて避難訓練を行うこと」や「児
童生徒自身が通学路の危険を避け，安全な場所に
移動するという避難訓練」など）を行うことで，
こども自身が危険予測・回避する学習を盛り込む
必要を指摘した。
学校教育における減災教育も近年その重要性が
さらに強調されるようになっており，学習指導要
領にも「安全に関する指導においては，様々な自
然災害の発生や，情報化やグローバル化等の社会
の変化に伴い児童を取り巻く安全に関する環境も
変化していることから，身の回りの生活の安全，
交通安全，防災に関する指導や，情報技術の進展
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に伴う新たな事件・事故防止，国民保護等の非常
時の対応等の新たな安全上の課題に関する指導を
一層重視し，安全に関する情報を正しく判断し，
安全のための行動に結び付けるようにすることが
重要である。」と記述され，「未曽有の大災害となっ
た東日本大震災や平成28年の熊本地震をはじめと
する災害等による困難を乗り越え次代の社会を形
成するという大きな役割を担う児童に，現代的な
諸課題に対応して求められる資質・能力を教科等
横断的に育成することが一層重要となっている。
（中略）各学校においては，児童や学校，地域の
実態及び児童の発達の段階を考慮して学校の特色
を生かした目標や指導の重点を計画し，教育課程
を編成・実施していくことが求められる」こと，
そして，カリキュラム・マネジメントの参考とし
て，体育科・家庭科・特別活動・特別の教科道
徳・総合的な学習の時間・理科・社会科・生活
科・図画工作科にかかわる「防災を含む安全に関
する教育（現代的な諸課題に関する教科等横断的
な教育内容）」という小学校・中学校学習指導要
領における体系的な関係性を提示している（文部
科学省，2018）。
岩崎ほか（2018）は，2016年の大学生に対する
アンケート調査により，学生の減災行動は「意味
を理解せずに行動している」状況で，「言われた
ものを準備しておけば大丈夫」というような表面
的理解にとどまっていることを示した。また，自
ら考えるという重要な部分が不十分であるため，
いざという時に正確な判断に基づく行動が期待で
きず，減災教育がねらいとする「災害に対応する
適切な能力の基礎を培う（文部科学省，2013）」
ことはあまり達成されていないとも述べている。
また，「自分の住んでいる地域に起こりやすい災
害」「地域の危険な場所」「地震災害発生のメカニ
ズム」「地震発生のメカニズム」「防災ボランティ
アへの参加」の５つについて，「役に立つと思った」
よりも「不十分だと思った」という回答が多かっ
たことから，高校までに経験してきた減災教育が
一般的な災害事例に偏っていて，「地域性を取り
入れた実感のこもるものになっていない場合が多

いのではないか」と推察し，「高校生・大学生で
も自分の居住している地形環境について，災害を
予測するための前提となる地形認識ができていな
いことは大変な問題である」という状況（此松・
中北，2010）が改善されていないことを指摘して
いる。また，豊沢ほか（2010）が行なったWitte 
& Allen （2000）の指摘した態度・行動意図・実
際の行動などにポジティブな影響を与える５要因
（「恐怖感情・脅威への脆弱性（自らが脅威を経
験するリスクにさらされていると思う程度）」「脅
威の深刻さ（予期される被害の大きさ）」「自己効
力感（推奨されている行動を自ら実行可能かどう
かに対する信念）」「反応効果性（推奨された行動
が脅威の減少に貢献するかどうかに関する認
知）」）を踏まえ，「恐怖感情・脅威への脆弱性・
脅威への深刻さ」などは知識の伝達を主とする教
育活動で比較的対応できるとしても，「自己効力
感」や「反応効果性」を得るための教育活動には
「実感の得られる学び」や「効力を認知できる体
験」などの体験的学習が必要であり，実効ある減
災教育を行うにあたっては，「減災行動にポジティ
ブな影響を与える要因についての実感が得られる
ような体験的学習についての具体的教育内容の検
討が必要」と述べている。
日本財団（2019）は，全国の17〜19歳の男女
400人ずつを対象としたインターネットによる「18
歳意識調査−災害・防災−」を行い，以下のよう
な若者の災害に関する意識をまとめている。なお
この調査の対象者のうち，被災経験があるものは
男女ともに47.0％である。
１）�「多発する災害に不安を感じる」者は77.6％で，
主な理由は「日本は災害多発国だから
（68.9％）」「想定外の災害の常態化（38.5％）」
「大規模災害が想定される地域に住んでいる
（30.0％）」である。また，「多発する災害に
不安を感じることはない」とした者は22.4％
で，主な理由は「自分ごととして実感できな
い（36.3％）」「災害を経験したことがない
（32.4％）」「自宅の立地が安全だと思う
（26.3％）」である（複数選択可）。
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２）�「学校の防災教育は役に立ったと思う／役に
たつと思う」と回答した者は64.9％，「役に
立たなかった／役に立たないと思う」と回答
した者は35.1％である。なお，被災経験があ
る者の中では「役に立ったと思う／役にたつ
と思う」と回答した者は51.4％，「役に立た
なかった／役に立たないと思う」と回答した
者は46.5％である。「役に立った／役に立つ
と思う」理由としては，被災経験がある者で
は「実際に役に立った」「落ち着いて行動で
きた」「パニックにならなかった」などが，
被災経験がない者では「やらないよりは良い」
「何も学ばなかったら行動に移せない」「他
では学べない」などがあげられた。また「役
に立たなかった／役に立たないと思う」理由
としては，被災経験がある者からは「リアリ
ティに欠ける」「想定外すぎて避難訓練のよ
うに冷静に動けない」「自宅でどのような行
動をすればよいのかわからない」などが，被
災経験がない者からは「緊張感がなかった」
「校内でしか役立たない」「本当に災害にあっ
たときに同じ行動ができるとは限らない」な
どがあげられた。

３）�「若者がもっと災害ボランティアに参加すべ
きだと思う」と回答した者は，災害経験のあ
る者が71.8％，災害経験のない者が63.2％で
あった。

Ⅲ．目　的

本論では，地震災害の被災経験の有無を元に比
較した「役立った（あるいは不十分）と思う教育
内容の違い」と被災経験者の「学びたいと思って
いる教育内容」に基づき，今後必要とされる減災
教育の方向性を検討する。そのため，胆振東部地
震発生直後の被災地に居住する大学生を対象にと
した調査（以下「2018年のデータ」と表記）を行
ない，比較対象として数年間大規模な地震災害が
なかった2016年7〜9月実施の岩崎ほか（2018）の
調査データ（以下「2016年のデータ」と表記）を

使用した。

Ⅳ．調査の内容

比較のために使用した2016年の調査では，性
別・年齢・所属する専攻等・現在の居住地・高校
生の時の居住地・備蓄している食料と飲料水・非
常持ち出し品・家具の有無・防災対策・対策をし
ていない理由・避難場所の認知・防災活動への参
加状況・参加した防災活動・大学での避難訓練へ
の参加状況・災害への意識・災害についての話し
合いの状況・東日本大震災以降の変化・今後学び
たい防災教育の内容・役立った／不十分と思った
防災教育の内容・被災経験の有無などを調査項目
としている（岩崎ほか，2018；付録１参照）。本
論における検討のために新たに行った調査では，
「フェイスシート中の属性と住んでいる場所」「問
５」「問６」「問７」「問８」「問９」「問10」「問
11」「問12」「問13」「問14」は2016年の調査と同
様の設問としたが，調査対象者の重複の可能性が
あるため，必要に応じて「今回の地震（胆振東部
地震）発生前（または地震発生後に）」などの文
言を付加した（付録２参照）。

Ⅴ．対象とデータ

2016年の調査データは，北海道教育大学岩見沢
校295名（うち院生４名），北海道文教大学13名，
岡山大学79名，京都女子大学169名，弘前大学60
名（うち院生２名，医学部生４名），岩手大学40
名（院生８名含む），札幌市立大学14名，酪農学
園大学20名，北海道科学大学75名，鹿児島大学10
名，所属不明１名，の計776名の学生から得られ
たものである。また2018年の調査データは，北海
道教育大学岩見沢校296名，北翔大学105名，北海
道教育大学札幌校81名，所属不明１名，の計491
名の学生から得られたものである。なお，これら
の調査で使用したアンケート項目の選択肢は，佐
藤（2011）に準拠した。
得られたデータから，被災経験の有無と減災教
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育についての考察を行うため，以下の方法で必要
な部分を抽出した。
１)�「現在住んでいる場所」の問いで，「アパート
やマンション等での一人暮らし」と回答した
者のみを抽出し，それらを減災行動を自己決
定した者とみなす。

２)�2016年の調査（付録１）から「問15 あなたは
今までに避難を必要とするような被災の経験
がありましたか？」において「自分にも近し
い人にも特に被災経験はない」または「自分
には被災経験はないが，近しい人が被災者と
なった」を選択した者を抽出して「被災経験
を持たない大学生のデータ」とみなす。

３)�2018年の調査（付録２）における「問１ 今回
の地震発生時にいたところの状況」で「何も
起こらなかった」を選択した者および問３と
問４において「実家にいた」「帰省していた」
「道外へ帰省または旅行していた」などと回
答した者を除外し，残りを「被災経験を持つ
大学生のデータ」とみなす。
これにより得られた，被災体験を持たない大学
生（＝2016年のデータ）197人，被災経験を持つ
大学生（＝2018年のデータ）182人を分析対象と
する。

Ⅵ．結果と考察

胆振東部地震発生直後に被災地にいた被災経験
を持つ学生のデータのうち，問14にある「今まで
受けてきた防災・減災教育で役に立ったと思った
もの／不十分だったもの」をまとめると，図１の
ようになった，この設問は複数の項目の中から「役
に立ったと思ったもの」と「不十分だと思ったも
の」をそれぞれ複数選択するもので，どちらとも
いえないものは選択されない。
図１を見ると「役に立った」とされたものは最
大でも31.1％しかないことがわかる。減災教育は
命を直接左右することにつながるものであり，他
の学習と比較して圧倒的な実学的要素を求められ
るものであるため，岩崎ほか（2018）が指摘した

ように「いざという時に正確な判断に基づく行動
ができず，災害に対応する適切な能力の基礎を培
うという減災教育のねらい（文部科学省，2015）
が達成されていない」と学生自身も考えているこ
とが推察される。しかし，「災害が発生してすぐ
に取るべき行動」「災害発生後に取るべき行動」
については，「役に立った」とするものが比較的
多めで「不十分」としたものがそれに比して少な
いことが見て取れる。これらの項目は，一般的な
避難訓練などで多く扱われている内容と考えられ
ることから，全ての学校で必ず行われている避難
訓練による減災教育の効果が多少現れているもの
と考えることができる。逆に，「自分の住んでい
る地域で起こりやすい災害」「地域の危険な場所」
「非常食について」「家具等の転倒防止の方法」「防
災ボランティアへの参加」などについては「不十
分」と考えるものが「役に立った」とするものを
上回っており，減災教育の今後を考える上での課
題を感じさせる。
一方，学習者目線で減災教育を論ずるために，
今後学びたいと思う減災教育の内容について「被
災体験を持たない大学生（＝2016年のデータ）」
と「被災経験を持つ大学生（＝2018年のデータ）」
を比較してみると図２のようになった。また，図
１の被災経験者のデータから「役に立つ」と「不
十分と思った」の差を求め，「役に立つ」と回答
したものが多かった項目を緑色に，「不十分と思っ
た」としたものが多かった項目を黄色に色分けし
たものを図３の左に示した。また図２をもとに「被
災経験者の多く（約40％以上）が学びたいとした
もの」を肌色に，「学びたいと思っているものが
被災者の方に多い項目」を水色に色分けしたもの
を図３の右に示した。
図３をみると，約40〜60％程度が「今後学びた
いこと」として選択した項目（肌色）である「災
害が発生してすぐにとるべき行動」「災害に備え
て何をどのくらい備蓄するか」「自分の住んでい
る地域で起こりやすい災害」などには被災経験の
有無による差異があまり見られない。一方，「役
に立つ」とした者が多い割に，「災害発生後にと
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るべき行動」と「災害発生時の避難場所・避難方
法」については被災経験を持つ学生の方が「学び
たい」が７～10％近く少なくなっていることがわ
かる。また，「地域の危険な場所」「非常食につい
て」「家具等の転倒防止の方法」「防災ボランティ
アへの参加」については，被災経験をもつ学生の
方が「学びたい」とした者が数％程度多くなって
いた（水色）。「役に立つ」とした者が多かったに
もかかわらず，学びたい内容として「災害発生後

に取るべき行動」と「災害発生時の避難場所・避
難方法」を選択した被災経験者が減少した理由は
明確ではないが，問２と問３の回答結果を見ると
避難所に避難したものがほとんどおらず，95％以
上が自宅か友人宅・実家に行ったことがわかるた
め，被災時の体験から「災害時には必ずしも避難
所に避難する必要がない」と考えるようになり，
学びたいこととしての発生後の避難所についての
関連知識の優先度が低下したのではないかと推察

n＝182

役に立つと思った不十分と思った

図１　被災経験を持つ学生が「役に立つと思った」あるいは「不十分と思った」減災教育の内容（2018年のデータ）
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される。なお，避難所や友人宅など自宅以外のと
ころで過ごした理由で最も多かったのは「普段通
りの生活は送れたが，一人だと不安だから
（57.3％）」であった。このことは，地域のコミュ
ニティにとけ込めずに一人暮らしをしている学生
特有の行動パターンを示しているものと考えられ
る。
先にも述べたように，日本財団（2019）の「18
歳意識調査−災害・防災−」では，「多発する災

害に不安を感じることはない」とした22.4％のも
のが選んだ主な理由が，「自分ごととして実感で
きない（36.3％）」「災害を経験したことがない
（32.4％）」「自宅の立地が安全だと思う（26.3％）」
であった（いずれも複数選択可）。ここから，実
感がこもるような教育の不足が「災害に不安を感
じることがない」という災害危機意識の低下状態
を生み出し，さしたる根拠もなく自宅の立地を安
全と判断してしまうようになっていることがうか

2016年　n＝197
2018年　n＝182

被災経験無（2016年） 被災経験有（2018年）

図２　被災経験がない学生（2016年）とある学生（2018年）の「今後学びたいこと」の違い
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がわれる。また被災経験がある者のうちで，学校
の防災教育が「役に立たなかった／役に立たない
と思う」と回答したものは46.5％で，その理由と
して「リアリティに欠ける」「想定外すぎて避難
訓練のように冷静に動けない」「自宅でどのよう
な行動をすればよいのかわからない」などがあげ
られていたことも，やはり「実感不足」がキーポ
イントであることを示すといえるだろう。本研究
でも，被災経験をもつ大学生の回答で「不十分と
思った」が「役に立つ」を上回っていた「自分の
住んでいる地域で起こりやすい災害」「地域の危
険な場所」「非常食について」「家具等の転倒防止
の方法」「防災ボランティアへの参加」（図３の黄
色）も，身近な話題かつ具体的な内容が欠けてい
ることを示すと考えられ，両者は整合的な結果と
いえる。
さらに，今後学びたい内容についても「自分の
住んでいる地域で起こりやすい災害」を選ぶもの
は多く，「地域の危険な場所」「非常食について」
「家具等の転倒防止の方法」「防災ボランティア
への参加」についても「被災経験を持つ大学生」

の方が「学びたい」ものとしてより多く選択され
ていることがわかる（図３の黄色）。このことから，
被災経験のある者は，地域の災害や自身の生活環
境にある危険について理解し学びたいと思ってい
るものと考えられる。日本財団（2019）の調査か
ら，「実感がこもらないことで災害危機意識が低
下する」ということが示唆されるが，本研究で示
された「災害危機意識を持つ被災経験者は，地域
の災害の危険性について学ぶ必要を感じている」
ということをあわせて考えると，実感を高められ
るかどうかが学ぶためのモチベーションに大きく
影響していることが示唆される。
日本財団（2019）の調査では「若者がもっと災
害ボランティアに参加すべきだと思う」と回答し
た災害経験のある者が71.8％におよんでおり，本
研究でもそこまで高い割合ではないものの，被災
経験した大学生においてはボランティアに関する
情報の不十分さを指摘する数が際立って増えてい
るほか，学びたいとした学生数も被災経験者の方
が多くなっている。調査対象学生の居住地が胆振
東部地震の震源付近から遠く，地震そのものによ

図３　「役に立った」「不十分」「学びたい」などの比較結果の一覧
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る深刻な被害を被ったものが少なかったことも一
因と考えられるが，いわゆるブラックアウトや断
水などの災害の渦中にあっても，「自分にも何か
できることがあるのではないか」という意識を
持っている学生が多かったことも近年の学生の特
質を表す重要なポイントの一つといえるだろう。
一般的な減災教育における高校生以下の児童・生
徒に対する中心的課題は自助に関するものがほと
んどであり，共助に関するものは多くないと考え
られる。本論ではっきりした大学生の自発的な意
思に基づく「ボランティア活動に取り組みたい」
というニーズは，それを満たすことで社会的に重
要な共助の推進につながるといえるため，今後高
校生〜大人を対象とする減災教育には，能條
（2019）などが提唱する「安全かつ被災地に負荷
をかけないボランティア活動のあり方」を盛り込
むことが望まれる。

Ⅶ．学校教育への適用

多くの自然災害は，人的条件と気象条件および
地形・地質条件によって被害の大きさが左右され
る。日本の場合，山地・丘陵・台地・低地などの
地形認識を持ち，あわせて地盤や地質の特性が理
解できれば，その地域で起こりやすい自然災害を
ある程度予測することができる（土木学会平成16
年度会長特別委員会編，2005；能條，2019）。岩
崎ほか（2018）は「自分の住んでいる地域で起こ
りやすい災害」「地域の危険な場所」「地震災害発
生のメカニズム」「地震発生のメカニズム」など
の教育内容に地域性を取り入れた実感のこもる学
習をもりこむことの必要性を指摘しているが，そ
の際には，災害を予測するための前提となる地形
認識ができるような学習が不可欠である。また被
災地でボランティア活動をするにあたっても，こ
うした地形等の認識ができるようになることは，
自己の安全確保の観点から必要なことである（能
條，2019）。被災経験のある学生は，「自分の住ん
でいる地域で起こりやすい災害」「地域の危険な
場所」「非常食について」「家具等の転倒防止の方

法」「防災ボランティアへの参加」の各項目で，
不十分だったという指摘の方が多く，学びたいと
思っている学生も多かった（図３）。「役に立った」
と「学びたい」の両方が多い「災害が発生してす
ぐにとるべき行動」や「災害発生後に取るべき行
動」など，従来の避難訓練でも取り上げられる機
会が多かったと考えられるものに比べると，「不
十分」かつ「学びたい」と思った者が多い（また
は拮抗する）項目は，（「非常食について」「家具
等の転倒防止の方法」を除けば）身近な地域の地
形や自然条件などに関する具体的な学びが必要と
されるものである。
ところで，岡田・矢守（2019）は，
１）�学校防災教育では，①「防災」を独立させて
教科化する，②総合的な学習の時間で行う，
③理科や社会科などの既存の教科の中で行
う，④複数の教科を通して教科横断的に行う，
という４つのフレームワークで実施が模索さ
れている。

２）�防災に関して教員が抱く「学習目標や内容を
各学校で定めなければいけない」「教員自身
が防災に対して知識不足，経験不足と考えて
いる」などの負担感を軽減し，「各教科の目
標もしっかり達成でき」「新学習指導要領で
も教科を横断した学習がこれまで以上に重要
視されている」ことなどから，④のクロスカ
リキュラム（「複数の教科，科目の指導者が，
横断的で現代的な課題に関するカリキュラム
を作成し，その学習を共通の理念に沿って，
計画的，関連的，交差的に指導していく方法）
のフレームワークが他の３つ以上に有力な選
択肢となる。

と述べ，学習指導要領の枠内で全学年・全教科に
おける津波防災教育と関連づけられる「教科でで
きることは教科で学びながら，“防災”というテー
マでそれら教科の間を編んでいくような学習カリ
キュラムの例」（釜石市教育委員会ほか，2013）
を紹介している。また，学校教育におけるカリキュ
ラム・マネジメントの参考として文部科学省が示
した「防災を含む安全に関する教育（現代的な諸
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課題に関する教科等横断的な教育内容）」という
資料にも，小学校・中学校学習指導要領における
体系的な関係性が例示されている（文部科学省，
2018）。このように，多くの教科にわたる減災関
連の単元の一覧などを参考に，各地域の地形や自
然状況などを取り入れ，クロスカリキュラムで実
施する減災教育の充実が望ましいことは，本研究
のデータで学生が「学びたい」とした内容などか
らも伺える。ただし，学習指導要領の各教科で関
連分野として示されたもののほとんどが知識・理
解・表現になっており，クロスカリキュラムで行
う減災教育への期待は大きいものの，実感のこ
もったものにするためには，単に旧来の授業内容
に横の繋がりを持たせるだけでは不十分であろ
う。この問題に対処するためにも，地域の自然や
地形の特性を絡めた身近で実感のこもる教材を用
いつつ，特別活動や学校行事とも連携をはかった
体験型の学習を行う必要がある。たとえば，運動
会や遠足・宿泊研修などの機会を捉え，「ラニン
ングコースはグランドではなく避難経路とする」
「集合・解散は避難場所にする」「遠足や登山な
どの自然体験に地形認識の時間を設ける」「集団
下校で減災マップづくりをする」など，渡邉（2013）
が述べたような，様々な想定を取り入れて知識を
活用したり応用したりすることにより，クロスカ
リキュラムの全体を減災教育に収束させるような
体験的学習をデザインすることが必要と考えられ
る。
また，近年防災キャンプとしてこども向けに擬
似被災体験学習を行なう活動が増えているが，こ
れらを行う場合には，
１）�ライフラインが途絶した時のために様々な「あ
りものを使ったサバイバル術」を身につける
ことは，「最悪の場合でも何とかなる」とい
う気持ちの余裕を持つことと，「そうした状
態にならないように減災をすべきこと」を理
解させる目的で行うこと

２）�「モノがないからできない」とするのではなく，
「あるモノで対処する力」をつけるための体
験学習と位置づけること

３）�新たな知識を得ることよりも，既存の知識や
スキルの活用と体系化を重視すること

に留意する必要があると考えられる。

本論で示されたアンケートの回答は，被災経験
を持つ学習者からの減災教育に対する一つの評価
である。これらをベースに考えるなら，今後は，
「自分の住んでいる地域で起こりやすい災害」「地
域の危険な場所」「非常食について」「家具等の転
倒防止の方法」などのことについて，知識・理解・
表現をねらいとすることにとどまるのではなく，
知識を身近な自然や施設等の立地条件に適合させ
ることでさらに実感がこもるような学習を行うと
ともに，教科外のさまざまなチャンスを生かした
減災教育を中心に据える教育課程の構築が望まし
いといえる。また，高校生以上の生徒に対しては
「災害ボランティア」のノウハウに関する情報提
供を行うことが学生のニーズに応えるだけでな
く，共助の推進にとっても重要と考えられる。
近年教育課題としても重要視されているSDGs
（持続可能な開発目標）と減災教育との関連づけ
に関しては，文部科学省の「防災を含む安全に関
する教育（現代的な諸課題に関する教科等横断的
な教育内容）」にも示されておらず，細かな議論
もまだ多いとはいえない。しかし，図４に示すよ
うに，SDGsには「災害」や「レジリエンス」な
どの減災教育に関わる重要なキーワードを含む目
標やターゲットも多く，減災教育を進めることで
SDGsの達成に向けた教育活動への取り組みがす
すむという側面がある。つまり，減災教育はこど
もの命を守って未来を作るための重要な教育活動
であるとともに，持続可能な未来づくりに向けた
教育活動にも大きく貢献できるのである。した
がって，今後減災教育のクロスカリキュラムを構
築するにあたっては，SDGsについての関連づけ
を意識的に行うことが，現代のもう一つの喫緊の
課題に関わる重要な対応策となることが期待でき
る。
また，これまであまり取り上げられる機会がな
かった視点である「災害への適応」についても，
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図４　減災教育に関連するSDGsの目標とターゲット
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SDGsの達成と絡めて検討を深める必要があると
考えられる。減災教育が自然災害などにおける被
害を最小限に止めるためのものであることは間違
いないが，「100年に１回の災害」がさほど珍しく
なくなっている現状は，「いつ起こるかわからな
いが備えておこう」から，「（災害につながるよう
な）自然現象がおこることは当たり前のことであ
るから，それに適応することを考えよう」という
方向に減災教育や環境教育の軌道修正が必要であ
ることを示唆している。「災害への適応」は，
SDGsに頻出する「レジリエンス」という概念に
も通じるものであり，持続可能な社会づくりに向
けた教育においても欠かせない概念であると考え
られる。このような「自然への適応」という視座
からも，地域の地形・地質や気象条件などについ
て学ぶことは重要であり，これらの理解なしには
生態系の本質である「生物と非生物の相互作用」
も理解することはできないことにも留意すべきで
ある。
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付録１　＜2016年調査の際のアンケート用紙（岩崎ほか，2018）＞
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付録２　＜胆振東部地震直後に実施した2018年調査で使用した質問紙＞




